
都市・地域交通戦略推進事業
目的：人口減少、少子高齢化への対応や、集約型都市構造への再編に向けたまちづくりの取組として、多様な交通モードの連携による持続可能なコンパクトシティ

への展開を図る。

○徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様なモードの連携が図られた、自由通路、地下街、駐車場等の公共的空間や公共交通などからなる都市の交通システムを明確
な政策目的の下、都市・地域総合交通戦略等に基づき、パッケージ施策として総合的に支援

○補助対象者 ・交付金 ～ 地方公共団体※１

・補助金 ～ 法定協議会※２、都市再生推進法人、認定地域来訪者等利便増進活動実施団体、独立行政法人都市再生機構
※１ 交付金については、地方公共団体からの補助金を受けて、民間事業者等（独立行政法人都市再生機構や特定非営利活動法人等を含む）も事業実施可能
※２ 整備計画の作成に関する事業については、法定化を見据えた任意協議会も対象

○補助率：１／３、１／２ （立地適正化計画に位置付けられた事業、滞在快適性等向上区域へのアクセス等に寄与する都市交通施設整備に係る事業、地区交通戦略に位
置づけられた滞在快適性等向上区域等で行われる事業、脱炭素先行地域において実施する事業）
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